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地域で教育を支える

～教育行政・生涯学習・スポーツ・文化～

	座　　　　長
	戸　倉　信　昭
	（自治研中央推進委員・大都市共闘教育部会）

	副　 座 　長
	丹　野　智　行
	（自治研中央推進委員・福島県本部）

	記　　　　録
	小　原　　　大
	（自治研中央推進委員・中央本部青年部長）


17日(金)13：00～17：00　北海道自治労会館　大ホール

	13：00～13：15
	開会あいさつ、助言者紹介

	13：15～13：35
	基調提起「地域で教育を支える～自治研地域教育政策作業委員会の報告～」

	
	　　　　　　　　　　田口　康明（鹿児島県立短期大学教授（作業委員会座長)）

	13：35～14：50
	議論Ⅰ「学校給食・学校用務の職の確立」

	14：50～15：00
	事務連絡と休憩

	15：00～15：30
	札幌市立資生館小学校へ移動

	15：30～17：00
	フィールドワーク　札幌市資生館小学校視察

	17：00
	休　会


18日(土) 9：00～12：00　北海道自治労会館　大ホール

	 9：00～ 9：10
	再開あいさつ、昨日の議論と見学のまとめ

	 9：10～10：10
	議論Ⅱ「学校事務・社会教育・文化施策」

	10：10～10：15
	休　憩

	10：15～11：30
	グループ討議、各グループ議論の報告、助言者コメント

	
	　　　　　　助言者：田口　康明（鹿児島県立短期大学教授）

	
	　　　　　　　　　　大門　正彦（(社)生活経済政策研究所専務理事）

	11：30～12：00
	まとめ

	12：00
	閉　会


　第Ⅳ－②分科会：地域で教育を支える

　　　　　　　　～教育行政・生涯学習・スポーツ・文化～
	テーマ
	地域で教育を支える

	特徴的な情勢
	　財政難による教育・文化関連予算の削減や、指定管理者制度による担い手の変容など、現場をとりまく情勢は厳しさを増している。さらに、事故の多発など利用者の安全・安心が損なわれている現状にある｡
　一方、地域コミュニティの希薄化が指摘され、人のつながりや地域のアイデンティティの確立が、教育再生のひとつの手がかりとして注目されている。

　児童・生徒の減少により学校統廃合が進むなど、地域・自治体ごとにとりまく状況が大きく異なる中では、国主導の画一的な施策ではフォローできない。地域の実情に合った教育・文化・スポーツ施策の展開が求められる。

	主要論点と実践課題
	● 変容する学校と地域との関係（学校支援地域本部、学校運営協議会など）

● 学校および関連する施設で働く公務労働者が地域とどう関わるか（学校の多機能化、学校用務員・給食調理員・学校事務職員など学校職員の専門性の再定義など）

● 生涯学習関連施設のあり方、担い手の問題（指定管理者制度、社会教育主事・司書・学芸員などの専門職制度、ＮＰＯ・ボランティアとの協働など）

● 地域課題と教育・文化施策との関係（「役に立つ社会教育」、ビジネス・起業支援など地域・経済活性化への役割）

● 生涯学習・生涯スポーツを核とした地域コミュニティづくり（市民参画、人材発掘・育成、総合型地域スポーツクラブなど）

	フィールドワーク
	集会２日目（17日）15時30分から、札幌市立資生館小学校の視察を行う。

行き先：札幌市立資生館小学校

時　間：15：30～17：00

参加費：徒歩で移動の場合は無し。地下鉄で移動の場合は、交通費実費（200円×往復＝400円）。

	討 論 の 柱
	● 学校施設を核とした地域住民と行政の協力
● 地域における社会教育・生涯学習・スポーツ・文化施策の特徴的な取り組み
● 学校給食・学校用務の職の確立
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